
大阪府国公立高等学校等奨学のための給付金支給要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、国公立高等学校等に在学する全ての意志ある高校生等が安心して教育を受けられ

るよう、低所得者世帯及び中所得者世帯の保護者等に大阪府国公立高等学校等奨学のための給付金（

以下「奨学給付金」という。）を支給することにより、高等学校等における教育に係る経済的負担の軽

減を図り、もって教育の機会均等に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、「高等学校等」とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

一 高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成22年法律第18号。以下「法」という。）第２条に 

規定する高等学校等（特別支援学校の高等部を除く。）のうち、国（独立行政法人通則法（平成11年 

法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人及び国立大学法人を含む。）及び地方公共団体 

（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人を含む。） 

の設置するもの 

二 高等学校及び中等教育学校の後期課程の専攻科（以下「高等学校等専攻科」という。）のうち、国

（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人及び国立大学

法人を含む。）及び地方公共団体（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規

定する地方独立行政法人を含む。）以外の者の設置するもので、大学への編入学基準を満たす課程又

は国家資格者養成課程のもの 

２ この要綱において、「高校生等（新制度）」とは、次の各号のいずれかを満たすものをいう。 

一 法第３条に規定する就学支援金の支給を受ける資格を有する者（同項に規定する支援対象高等学

校等が特別支援学校の高等部である者を除く。）又は 高等学校等修学支援事業費補助金（学び直し

への支援）交付要綱（平成26年４月１日文部科学大臣決定）第３条第１項各号の全てに該当する者

（同条第２項の規定により同条第１項第３号以外の同項各号の全てに該当する者を含む。）であって

別表１の区分１に規定する者で、基準日に高等学校等に在学する者（基準日に休学している者のう

ち、当該年度の３月１日までに復学していない者を除く。）をいう。ただし、「児童福祉法による児

童入所施設措置費等国庫負担金について（令和５年５月10日こ支家第47号）」による措置費等の支弁

対象となる者であって、見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の者を除く。）が措置されて

いる者を除く。 

二 高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への修学支援）交付要綱別表１（同交付要綱第

３条第３項各号のいずれかに該当する場合を除く）に規定する者（基準日に休学している者のうち

、当該年度の３月１日までに復学していない者を除く。）のうち、日本国内に住所を有し、高等学校

等専攻科を修了しておらず、高等学校等専攻科に在学した期間が通算して24月（高等学校等専攻科

の定める修業年限がこれに満たないものについては当該修業年限）を超えない者ただし、「児童福祉

法による児童入所施設措置費等国庫負担金について（令和５年５月10日こ支家第47号）」による措置

費等の支弁対象となる者であって、見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の者を除く。）が

措置されている者を除く。 

３ この要綱において、「高校生等（旧制度）」とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

一 高等学校等就学支援金の支給に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律第８号。以下「

令和８年改正法」という。）附則第２条第２項に規定する経過措置の対象者（同項に規定する支援対

象高等学校等が特別支援学校の高等部である者を除く。）又は令和８年改正法による改正前の高等

学校等就学支援金の支給に関する法律第３条に規定する者（令和８年改正法附則第２条第２項に規

定する経過措置の対象者、法第３条に規定する者及び出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第



319号）別表第１の４の留学の在留資格をもって本邦に在留する者を除く。）、高等学校等就学支援事

業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱第３条第１項各号の全てに該当する者（同条第２項の規

定により同条第１項第３号以外の同項各号の全てに該当する者を含む。）であって別表１の区分２

若しくは区分３に規定する者で、基準日に高等学校等に在学する者（基準日に休学している者のう

ち、当該年度の３月１日までに復学していない者を除く。）ただし、「児童福祉法による児童入所施

設措置費等国庫負担金について（令和５年５月10日こ支家第47号）」による措置費等の支弁対象とな

る者であって、見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の者を除く。）が措置されている者を

除く。 

二 高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への修学支援）交付要綱別表２（同交付要綱第

３条第３項各号のいずれかに該当する場合を除く）に規定する者（基準日に休学している者のうち

、当該年度の３月１日までに復学していない者を除く。）のうち、日本国内に住所を有し、高等学校

等専攻科を修了しておらず、高等学校等専攻科に在学した期間が通算して24月（高等学校等専攻科

の定める修業年限がこれに満たないものについては当該修業年限）を超えない者ただし、「児童福祉

法による児童入所施設措置費等国庫負担金について（令和５年５月10日こ支家第47号）」による措置

費等の支弁対象となる者であって、見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の者を除く。）が

措置されている者を除く。 

４ この要綱において、「保護者等」とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

 一 学校教育法（（昭和22年法律第26号）第16条に規定する保護者その他の高校生等の就学に要する経

費を負担すべき者であり、次のとおりとする。 

  ア 高校生等に保護者（親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成年後見人）をいい、児童

福祉法（昭和22年法律第164号）第33条の２第１項、第33条の８第２項又は第47条第２項の規定に

より親権を行う児童相談所長、又は児童福祉法第47条第１項の規定により親権を行う児童福祉施

設の長、民法（明治29年法律第89号）第857条の２第２項の規定により財産に関する権限のみを行

使すべきこととされた未成年後見人及び上記に掲げる者のほか、生徒がその就学に要する経費の

負担を求めることが困難であると認められる保護者がいる場合は当該保護者とする。 

 イ 高校生等に保護者がいない場合、当該高校生等（当該高校生等が主として他の者の収入により 

生計を維持している場合にあっては、当該他の者）とする。 

 二 在学中に高校生等が成人を迎えた場合については、家族構成等に変更がなく、成年年齢に達する

日以前の日において保護者であった者の収入により生計を維持している実態に変更がない場合には

、当該高校生等が在学中の間は、保護者であった者を「他の者」（主たる生計維持者）とすることと

し、保護者が２名の場合は「他の者」も２名として取り扱うこととする。 

５ この要綱において、「学校徴収金」とは、高校生等が在籍する高等学校等が高校生等から徴収する授

業料以外の経費をいう。 

６ この要綱において、「基準日」とは、毎年７月１日をいう。ただし、新入生に対し、４月から６月分

に相当する額（以下「４～６月分相当額」という。）の前倒し給付を実施する場合においては、毎年４

月１日をいう。また、家計急変支援においては、前年 12月２日から当年７月１日までに家計が急変し

た場合は当年７月１日、当年７月２日以降当年 12 月１日までに家計が急変した場合は家計が急変し

た月の翌月（月の１日の場合は、家計が急変した月）の１日をいう。 

 

（支給の対象） 

第３条 大阪府教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は、別表１【新制度】（以下「別表１」と

いう。）及び別表２【旧制度】（以下「別表２」という。）に定める高校生等区分に該当する高校生等を

扶養する保護者等に対し、予算の定めるところにより、授業料以外の教育に必要な経費として別表１

及び別表２に定める金額を支給する。 



  また、入学時に必要な支援を受ける新入生に対して行う４～６月分相当額の前倒し給付においては、

別表１第一項から第七項及び別表２第一項から第四項に定める高校生等区分に該当する高校生等を

扶養する保護者等に対し、４～６月分相当額として、別表に定める金額に四分の一を乗じた額を支給

する。なお、給付額の算出において端数が生じた場合は、小数点以下を切捨てとする。また、７月か

ら翌年３月分に相当する額は、別表１及び別表２に定める高校生等区分に該当する高校生等を扶養す

る保護者等に対し、別表１第一項から第七項及び別表２第一項から第四項に定める金額から４～６月

分相当額を差し引いた額を給付する。ただし、４～６月分相当額が７月１日現在の状況に応じた給付

額（年額）を上回る場合は、４～６月分相当額を年額とする。また、７月から翌年３月分に相当する

額について、当該年度の課税証明書等に基づき判定した結果、道府県民税所得割及び市町村民税所得

割が別表１第二項から第四項、第六項、第七項及び別表２第二項から第四項に該当しないことを理由

に奨学給付金の対象とならない世帯において、７月２日以降に家計が急変した場合、家計が急変した

月の翌月の１日現在の状況に基づく給付額から４～６月分相当額を差し引かないが、別表に定める単

価を超えて給付しない。 

ただし、算定後の給付額が 100円未満であるときは、これを給付しない。 

２ 前項において、支給対象となる保護者等は、基準日において大阪府内に住所を有していることを必

要とする。ただし、海外赴任等の理由で保護者等の一方の道府県民税所得割額及び市町村民税所得割

額の合算額を確認し別表１第一項から第七項及び別表２第一項から第四項に定める高校生等区分世

帯に該当しない場合は支給対象としない。 

 

（支給の回数） 

第４条 奨学給付金の支給は、高校生等ひとりにつき、毎年度１回、通算３回（定時制、通信制の高等

学校等に在学する高校生等については通算４回、高等学校等専攻科に在学する高校生等は通算２回、

ただし高等学校等専攻科の定める修業年限が１年の場合は１回）を上限とする。なお、高等学校等修

学支援事業費補助金（学び直しへの支援）の支給対象となる者としての支給は、この回数に加えて１

回（定時制、通信制の高等学校等に通う高校生等は最大２回まで）を上限とする。 

 

（奨学給付金の受給の申請） 

第５条 奨学給付金の支給を受けようとする保護者等は、奨学のための給付金受給申請書（様式第１号、

以下「申請書」という。）に、次の各号に掲げる書類を添えて、年度ごとに、高校生等が在籍する高等

学校等を通じて教育長にその定める期日までに提出しなければならない。 

一 別表１第一項及び別表２第一項に該当する場合は、生活保護受給証明書（生活保護法（昭和25年

法律第144号）第36条の規定による生業扶助が行われていることが確認できるもの） 

二 別表１第二項から第七項及び別表２第二項から第四項に該当する場合は、保護者等全員の道府県

民税所得割額及び市町村民税所得割額の合算額が確認できる通知書又は証明書。ただし、新入生に

対する４～６月分相当額の前倒し給付においては、前年度の保護者等全員の道府県民税所得割額及

び市町村民税所得割額の合算額が確認できる通知書又は証明書。また、別表１第七項及び別表２第

四項ロに該当する場合は、これに加えて保護者等全員の扶養する子が確認できる書類（課税証明書

等及び扶養親族申告書） 

三 別表１第八項及び別表２第五項に該当する場合は、保護者等の家計急変の発生事由を証明する書

類、家計急変前及び家計急変後の収入を証明する書類、保護者等の扶養親族の人数及び年齢を確認

するための書類 

 四 高校生等が日本国籍の者は住民票の写し、日本国籍以外の者は特別永住者証明書の写し、在留カ

ードの写し又は、住民票の写し（国籍・在留資格・在留期間の記載があるものに限る）ただし、在

留資格が家族滞在の者については、上記に加え、日本の小学校等、中学校等及び高校等の卒業証書



の写し又は卒業証明書 

五 奨学給付金支給のための振込口座の通帳等の写し 

六 別表１第九項から第十一項及び別表２第六項、第七項に該当する場合は、被災したことを証明す

る書類（罹災証明書等）、再度、制服の購入が必要であることを証明する書類（高校生等が在学する

高等学校等による証明書等） 

七 前各号に掲げるもののほか、教育長が必要と認める書類 

２ 第２条第２項中及び３項中、基準日に休学している者のうち、当該年度の３月１日までに復学した

者について、前項に規定する「その定める期日」とあるのは、「復学した日の翌日から起算して 15

日以内又は当該年度の３月 10日のいずれか早い日」に読み替えるものとする。 

 

（奨学給付金の支給又は不支給の決定及び通知） 

第６条 教育長は、奨学給付金の受給の申請があった場合は、当該申請に係る書類等によりその内容を

審査し、奨学給付金を支給すべきものと認めたときは、その内容及びこれに付した条件を、支給すべ

きものと認めなかったときは、その内容及び理由を、保護者等に通知するものとする。 

 

（変更の届出） 

第７条 保護者等は、次に掲げる事項を変更したときは、奨学のための給付金申請事項変更届（様式第

２号）に関係書類を添え、高校生等が在籍する高等学校等を通じて教育長に届け出なければならない

。 

一 住所又は名前に関する事項 

二 保護者等の所得に関する事項 

三 奨学給付金の受給の方法に関する事項 

四 高校生等の国籍・在留資格などに関する事項 

 

（奨学給付金の支給の条件） 

第８条 奨学給付金の支給の決定に付する条件は、次に掲げるものとする。 

一 保護者等は、奨学給付金に関しての調査又は報告を教育長から求められたときは、これに従わな

ければならない。 

二 教育長は、奨学給付金の支給にあたり、学校徴収金に未納又は未収金がある場合は、当該給付金

のうち、未納又は未収金の額を学校徴収金の全部又は一部に充当するものとする。 

三 奨学給付金の支給にあたり、併給調整が必要な他の奨学金等がある場合、教育長は、当該奨学金

の給付事業者（大阪府内の市町村に限る。）からの求めに対し、必要に応じて奨学給付金の支給状況

（支給予定を含む。）等を提供することができる。 

 

（支給決定の取消等） 

第９条 教育長は、次に掲げる事由に該当すると認める場合には、第６条に規定する支給の決定の全部

若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

一 保護者等が、法令、本要綱、奨学給付金の支給の決定の内容及びこれに付した条件又は法令等に

基づく教育長の処分若しくは指示に違反した場合 

二 保護者等が、奨学給付金の受給に関して虚偽の申告その他不正な行為を行った場合 

三 支給の決定後生じた事情の変更等により、奨学給付金の全部又は一部が必要なくなった場合 

２ 教育長は、前項の取り消し又は変更を行った場合には、保護者等に対し、支給した奨学給付金のう

ち当該取り消し又は変更に係る部分の全部又は一部に相当する金額の返還を命ずるものとする。 

３ 前項の金額の返還期限は、当該命令のなされた日から20日以内とする。 



４ 前項に規定する期限内に納付がない場合には、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応

じて年利10.95％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

５ 教育長は、第１項第１号及び第２号の事由に該当することを理由として支給の決定を取り消し又は

変更し、第２項の規定による奨学給付金の返還を命ずる場合には、保護者等に対し、当該命令に係る

奨学給付金を保護者等が受領した日から、当該命令により返還すべき奨学給付金を保護者等が納付す

るまでの期間に応じて、年利10.95％の割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

６ 前項の規定に基づく加算金の納付については、第３項及び第４項の規定を準用する。 

７ 教育長は、第４項から第６項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、当該延滞

金又は加算金の全部又は一部を免除することができる。 

 

（不支給決定の取消） 

第 10条 教育長は、不支給決定をした場合において、その後に新たに判明した事実により別表に定める

高校生等区分に該当することを知ったときは、既に行った不支給決定を取消し、新たに支給決定を行

うことができる。 

 

（その他） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、奨学給付金の支給に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附  則 

この要綱は、平成26年６月23日から施行し、平成26年度の事業から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成27年６月17日から施行し、平成27年度の事業から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成28年５月13日から施行し、平成28年度の事業から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成29年６月12日から施行し、平成29年度の事業から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成29年７月１日から施行し、平成29年度の事業から適用する 

附  則 

この要綱は、平成30年７月１日から施行し、平成30年度の事業から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成30年７月１日から施行し、平成30年度の事業から適用する。 

附  則 

この要綱は、令和元年５月24日から施行し、令和元年度の事業から適用する。 

附  則 

この要綱は、令和２年６月25日から施行し、令和２年度の事業から適用する。 

附  則 

この要綱は、令和２年７月22日から施行し、令和２年度の事業から適用する。 

附  則 

この要綱は、令和３年３月16日から施行し、令和２年度の事業から適用する。 

   附  則 

 この要綱は、令和３年６月３日から施行し、令和３年度の事業から適用する。 

   附  則 

 この要綱は、令和４年４月 26日から施行し、令和４年度の事業から適用する。 



  附  則 

 この要綱は、令和５年５月 29日から施行し、令和５年度の事業から適用する。 

  附  則 

 この要綱は、令和６年５月 16日から施行し、令和６年度の事業から適用する。 

附  則 

 この要綱は、令和７年５月 30日から施行し、令和７年度の事業から適用する。 

附  則 

 この要綱は、令和８年７月６日から施行し、令和８年度の事業から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１【新制度】（第３条関係） 

項 高校生等区分（基準日現在） 課程区分 支給年額 

一 生活保護法（昭和25年法律第144号）第36

条の規定による生業扶助が行われてい

る世帯の高校生等 

全日制 

定時制 

通信制 

32,300円 

 

二 保護者等全員の道府県民税所得割及び

市町村民税所得割が非課税である世帯

の高校生等 

（別表１第一項の場合を除く。） 

全日制 

定時制 

143,700円 

通信制 50,500円 

三 保護者等の全員の道府県民税所得割額

と市町村民税所得割額の合算額が 100円

以上、105,500 円未満である世帯に扶養

されている高校生等 

（別表１第一項の場合を除く。） 

全日制 

定時制 

47,900円 

通信制 16,830円 

四 保護者等の全員の道府県民税所得割額

と市町村民税所得割額の合算額が

105,500 円以上、182,500 円未満である

世帯に扶養されている高校生等 

（別表１第一項の場合を除く。） 

全日制 

定時制 

35,930円 

通信制 12,630円 

五 保護者等の全員の道府県民税所得割額

と市町村民税所得割額の合算額が非課

税である世帯で、当該世帯に扶養されて

いる高校生等 

専攻科 50,500円 

六 保護者等の全員の道府県民税所得割額

と市町村民税所得割額の合算額が 100円

以上、105,500 円未満である世帯に扶養

されている高校生等 

 

専攻科 16,830円 

七 保護者等の全員の道府県民税所得割額

と市町村民税所得割額の合算額が

105,500 円以上、264,500 円未満であり

扶養する子が３人以上いる世帯に扶養

されている高校生等 

 

専攻科 12,630円 



八 家計急変による経済的理由から、保護

者等全員の道府県民税所得割及び市町

村民税所得割額が別表１第２項から第

七項に相当すると認められる世帯の高

校生等 

ただし、別表１第一項に該当する場合

は除く。 

全日制 

定時制 

通信制 

専攻科 

新入生に

対する前

倒し給付

を行わな

い場合及

び在校生

の場合 

一 前年 12月２日以降当年７月１日まで

に家計が急変した場合第二項から第四

項に定める単価 

二 当年７月２日以降当年 12月１日まで

に家計が急変した場合 

別表１第二項から第七項に定める単価

について、申請のあった翌月以降の月

数に応じて算定した額 

なお、給付額の算出において端数が生じ

た場合は、小数点以下を切捨てとする。 

 新入生に

対する前

倒し給付

を行う場

合 

一 前年 12月２日以降当年４月１日まで

に家計が急変した場合別表１第二項か

ら第七項に定める単価に四分の一を乗

じた額及び当年７月から翌年３月分に

相当する額として算出した額 

二 当年４月２日以降当年７月１日まで

に家計が急変した場合 

別表１第二項から第七項に定める単価 

三 当年７月２日以降に家計が急変した

場合別表１第二項から第七項に定める

単価について、申請のあった翌月以降

の月数に応じて算定した額 

なお、給付額の算出において端数が生じ

た場合は、小数点以下を切捨てとする。 

九 別表１第二項及び第五項に該当する高

校生等のうち、着用を義務付けられてい

る制服が災害等により喪失・毀損し、再

度、制服の購入が必要である高校生等 

全日制 

定時制 

通信制 

専攻科 

支給年額に64,800円を加算する。 

十 別表１第三項及び第六項に該当する高

校生等のうち、着用を義務付けられてい

る制服が災害等により喪失・毀損し、再

度、制服の購入が必要である高校生等 

全日制 

定時制 

通信制 

専攻科 

支給年額に21,600円を加算する。 

十 

一 

別表１第四項及び第七項に該当する高

校生等のうち、着用を義務付けられてい

る制服が災害等により喪失・毀損し、再

度、制服の購入が必要である高校生等 

全日制 

定時制 

通信制 

専攻科 

支給年額に16,200円を加算する。 

※通信制とは、高等学校・中等教育学校の後期課程の通信制課程をいう。 

※国及び地方公共団体が設置する高等専門学校については全日制課程の支給年額とする。 

 

 

 

 



別表２【旧制度】（第３条関係） 

項 高校生等区分（基準日現在） 課程区分 支給年額 

一 生活保護法（昭和25年法律第144号）第36

条の規定による生業扶助が行われてい

る世帯の高校生等 

全日制 

定時制 

通信制 

32,300円 

 

二 保護者等全員の道府県民税所得割及び

市町村民税所得割が非課税である世帯

の高校生等 

（別表２第一項の場合を除く。） 

全日制 

定時制 

143,700円 

通信制 50,500円 

三 保護者等の全員の道府県民税所得割額

と市町村民税所得割額の合算額が非課

税である世帯で、当該世帯に扶養されて

いる高校生等 

専攻科 50,500円 

四 イ 保護者等の全員の道府県民税所得

割額と市町村民税所得割額の合算額

が 100 円以上、105,500 円未満である

世帯に扶養されている高校生等 

ロ 保護者等の全員の道府県民税所得

割額と市町村民税所得割額の合算額

が 105,500 円以上、264,500 円未満で

あり扶養する子が３人以上いる世帯

に扶養されている高校生等 

 

専攻科 10,100円 

五 家計急変による経済的理由から、保護

者等全員の道府県民税所得割及び市町

村民税所得割額が別表２第二項から第

四項に相当すると認められる世帯の高

校生等 

ただし、別表２第一項に該当する場合

は除く。 

全日制 

定時制 

通信制 

専攻科 

新入生に

対する前

倒し給付

を行わな

い場合及

び在校生

の場合 

一 前年 12月１日から当年７月１日まで

に家計が急変した場合別表２第二項か

ら第四項に定める単価 

二 当年７月２日から当年 12月１日まで

に家計が急変した場合別表２第二項か

ら第四項に定める単価について、申請

のあった翌月以降の月数に応じて算定

した額 

なお、給付額の算出において端数が生じ

た場合は、小数点以下を切捨てとする。 



 新入生に

対する前

倒し給付

を行う場

合 

一 前年 12月２日から当年４月１日まで

に家計が急変した場合別表２第二項か

ら第四項に定める単価に四分の一を乗

じた額及び当年７月から翌年３月分に

相当する額として算出した額 

二 当年４月２日以降当年７月１日まで

に家計が急変した場合別表２第二項か

ら第四項に定める単価 

三 当年７月２日以降から当年 12月１日

までに家計が急変した場合別表２第二

項から第四項に定める単価について、

申請のあった翌月以降の月数に応じて

算定した額 

なお、給付額の算出において端数が生じ

た場合は、小数点以下を切捨てとする。 

六 別表２第二項及び第三項に該当する高

校生等のうち、着用を義務付けられてい

る制服が災害等により喪失・毀損し、再

度、制服の購入が必要である高校生等 

全日制 

定時制 

通信制 

専攻科 

支給年額に64,800円を加算する。 

七 別表２第四項イ及びロに該当する高校

生等のうち、着用を義務付けられている

制服が災害等により喪失・毀損し、再度、

制服の購入が必要である高校生等 

専攻科 支給年額に12,960円を加算する。 

※通信制とは、高等学校・中等教育学校の後期課程の通信制課程をいう。 

※国及び地方公共団体が設置する高等専門学校については全日制課程の支給年額とする。 


